予算要求資料
平成３０年度当初予算　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：県産材流通対策費　　　
	事業名　新ぎふの木の家の魅力発信体制強化事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　林政部　県産材流通課　消費対策係　電話番号：058-272-1111（内3015）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11545@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　3,000千円（前年度予算額：0千円）　
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財産
収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	3,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,000

	決定額
	1,100
	550
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	550


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
・県内の住宅着工戸数は伸び悩んでおり、人口・世帯数の減少等により徐々に減少が見込まれる中、県産材需要を拡大するためには、建築戸数の多い愛知県等大都市圏を対象として岐阜県産材のＰＲを図り、県産材住宅の建築を促進していく必要がある。
・昨今の住宅市場動向の変化に対応し、県産材住宅の販路を拡大していくためには、各工務店の営業力や経営体制を強化する必要がある。
・平成28年度住宅市場動向調査報告書（国土交通省住宅局）によると、主な新築住宅の購入層は30代後半であり、子育て世代への木造住宅の良さのアピールが必要である。
・近年のＳＮＳの普及に伴い、だれもが情報発信できる時代に突入している。そのため、県や工務店が情報発信していくだけでなく、県産材住宅に居住する施主から実体験に基づく住み心地や県産材の良さ等の情報発信も期待できる。
（2） 事業内容
◆工務店の営業力強化
①営業戦略セミナーの開催
工務店全体のレベルアップを図るため、工務店等の経営者等を対象に、営業力向上や今後の営業戦略に関するセミナーを開催する。
（対象）県内の中小工務店、家づくり協力工務店、産直団体　等　　
（内容）営業戦略セミナー　　計２回

②工務店に対する営業個別指導
家づくり協力工務店や団体の希望者に対し、営業力向上に関する専門家を招き、経営者や営業広報責任者を対象とする各工務店の実情に合った営業体制指導を行う。
（対象）家づくり協力工務店、産直団体　等
（内容）営業個別指導　計６回（６事業者×各１回）

◆情報発信体制強化
③ＳＮＳを活用した県・工務店・ぎふの木づかいサポーターによる情報発信
工務店工法実務担当者を対象に、実例を通してスマートフォンを使ったＳＮＳ（Instagram等）の活用方法・注意点を学ぶセミナーを開催する。
県や工務店に加えて、過去に「ぎふの木で家づくり支援事業」「ぎふの木で内装木質化支援事業」「ぎふの木づかい施設支援事業」を利用して住宅や店舗の新築・改修を行った方のうち、協力してもらえる方を「ぎふの木づかいサポーター」として登録し、３者でＳＮＳを活用した情報発信を行う。また、写真コンテストを行い、優秀な写真を投稿したぎふの木づかいサポーターには賞に応じて記念品を贈呈する。
（内容）　・ＳＮＳ機材の購入（タブレット１台）
・ＳＮＳ活用セミナーの開催　計１回
・ＳＮＳ（Instagram等）を活用した情報発信
・ぎふの木の家写真コンテスト開催　等
	　決定額の考え方　

　営業戦略セミナーの開催及び工務店に対する営業個別指導については、事業効果不明確のため、計上を見送ります。

　財源については、地方創生推進交付金の充当を見込み計上します。


（３）県負担・補助率の考え方　
地方創生推進交付金を活用（県負担１／２　　地方創生推進交付金１／２）
（４）類似事業の有無　
無
　　　　　
３　事業費の積算内訳　　
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託費
	2,383
	各セミナー、個別指導委託

	旅費
	82
	打合せ業務旅費

	備品購入費
	138
	情報機材購入費

	需用費
	299
	紙代等消耗品費、ぎふの木づかいサポーター記念品等

	役務費
	98
	データ通信費、通信運搬費

	計
	3,000
	


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　第３期岐阜県森林づくり基本計画
（２）事業主体及びその妥当性
・県　：県が直接関与することで信頼性、情報の信憑性が高まる。　
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　昨今の住宅市場動向の変化に対応し、県産材住宅の販路を拡大していくため、各工務店の営業力や経営体制を強化する。また、県・工務店・県産材住宅に居住する施主の３者でＳＮＳを活用して情報発信を行い、子育て世代へ木造住宅の良さをアピールしていく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	県内新設戸建軸組み住宅に占める
県産材住宅の割合
	16.2％
（H28）
	15.3％
（H27）
	16.2％
（H28）
	22.0％
（H33）
	73.7％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	県内の住宅着戸数は伸び悩んでおり、工務店の営業力強化や興味関心を引く積極的な情報発信が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

	


（今後の課題）

	


（次年度の方向性）
	継続して情報発信、工務店の営業力強化を行っていくことで、県産材住宅の販路拡大を進めていく。



